
目標年度
測定指標

採用の取組強化①

日用品等の所要数の確実な確保

自衛官の若年定年年齢の引上げ、再任用
の拡大

②

④

人材の有効活用

働き方改革の推進

両立支援施策（庁内託児所の整備、緊急
登庁支援等）の推進

隊員の生活・勤務環境の改善

洋上勤務日数の縮減

（防衛省０５－④）

【目標設定の考え方】
大綱に従い、統合運用による機動的・
持続的な活動を行い得るものとすると
いう、前大綱に基づく統合機動防衛力
の方向性を深化させつつ、宇宙・サイ
バー・電磁波を含む全ての領域におけ
る能力を有機的に融合し、平時から有
事までのあらゆる段階における柔軟か
つ戦略的な活動の常時継続的な実施
を可能とする、真に実効的な防衛力と
して、多次元統合防衛力を構築してい
く。

【根拠】
大綱、中期防

政策評価
実施予定時期

令和５年８月達成すべき目標

①より幅広い層から多様かつ優秀な人材の確保を図るための取組を推進

②自衛隊員が高い士気を維持し、自らの能力を十分に発揮できる環境の整備
に向けた取組みを推進

③予備自衛官等の活用と充足向上

目標設定の
考え方・根拠

働き方改革の推進

③

令和５年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

施策名 人的基盤の強化 担当部局名 整備計画局、人事教育局、防衛装備庁

施策の概要

　 防衛力の中核は自衛隊員であり、自衛隊員の人材確保と能力・士気の向上は防衛力の強化に不可欠で
ある。これらは人口減少と少子高齢化の急速な進展によって喫緊の課題となっており、防衛力の持続性・強
靭性の観点からも、自衛隊員を支える人的基盤の強化をこれまで以上に推進していく必要がある。
　このため、地方公共団体等との連携を含む募集施策の推進、大卒者等を含む採用層の拡大や女性の活
躍推進のための取組、自衛官の定年年齢の適切な引上げや退職自衛官の活用、予備自衛官等の活用や
充足向上のための取組といった、より幅広い層から多様かつ優秀な人材を確保するための制度面を含む取
組に加え、人工知能等の技術革新の成果を活用した無人化・省人化を推進する。
　また、すべての自衛隊員が高い士気を維持し自らの能力を十分に発揮し続けられるよう、生活・勤務環境
の改善を図るとともに、ワークライフバランスの確保のため、防衛省・自衛隊における働き方改革を推進す
る。
　さらに、統合教育・研究の強化等、自衛隊の能力及びその一体性を高めるための教育・研究の充実を促進
するほか、防衛省・自衛隊の組織マネジメント能力に関する教育の強化を図る。これらに加え、栄典・礼遇に
関する施策の推進、任務の特殊性等を踏まえた給与面の改善といった処遇の向上や、若年定年退職制度
の下にある自衛官の生活基盤の確保が国の責務であることを踏まえた再就職支援の一層の充実を図る。

政策体系上
の位置付け

我が国自身の防衛体制の強化
（防衛力の中心的な構成要素の強化における優先事項）

目標 実績
 測定指標の選定理由及び目標（水準・目標年度）の設定の
 根拠

令和５年度 別紙

・中期防において次のとおり示されていることから、これらの取り
組み状況を測定指標として設定。

Ⅲ　自衛隊の能力等に関する主要事業
　２　防衛力の中心的な構成要素の強化における優先事項
　　⑴　人的基盤の強化

人口減少と少子高齢化が急速に進展する一方、装備品が
高度化・複雑化し、任務が多様化・国際化する中、より幅広い層
から多様かつ優秀な人材の確保を図るとともに、全ての自衛隊員
が高い士気を維持し、自らの能力を十分に発揮できる環境の整
備に向けた取組を重点的に推進する。
　　 (ｱ)　採用の取組強化

少子高齢化等に伴う厳しい採用環境の中でも、優秀な人
材を将来にわたり安定的に確保するため、非任期制士の採用の
拡大や大卒者等を含む採用層の拡大に向けた施策を推進する。
また、自衛隊が就職対象として広く意識されるよう、採用広報の
充実や採用体制の強化を含め、多様な募集施策を推進するとと
もに、地方公共団体や関係機関等との連携を強化する。さらに、
採用における魅力化を図るため、生活・勤務環境を改善するとと
もに、任期満了退職後の公務員への再就職や大学への進学等
に対する支援の充実を図る。
　　 (ｲ)　人材の有効活用

女性自衛官の全自衛官に占める割合の更なる拡大に向
け、女性の採用を積極的に行うとともに、女性の活躍を推進し、こ
れを支える女性自衛官に係る教育・生活・勤務環境の基盤整備
を推進する。

精強性にも配意しつつ、知識・技能・経験等を豊富に備え
た高齢人材の一層の活用を図るため、自衛官の若年定年年齢の
引上げを行うとともに、再任用の拡大や、自衛隊の専門性の高い
分野において部隊等における退職自衛官の技能等の活用を推
進する。また、民間の人材の有効活用により、専門性の高い分野
を担う部隊等の人員を確保する。
　　 (ｳ)　生活・勤務環境の改善

厳しい安全保障環境に対応して部隊等の活動が長期化
する中、国民の命と平和な暮らしを守るという崇高な任務に取り
組む全ての隊員が自らの能力を十分に発揮し、士気高く任務を
全うできるよう、必要な隊舎・宿舎の確保及び建て替えを加速し、
同時に、施設の老朽化対策及び耐震化対策を推進するほか、老
朽化した生活・勤務用備品の確実な更新、日用品等の所要数の
確実な確保、複数クルーでの交替勤務の導入による艦艇要員１
名当たりの洋上勤務日数の縮減を行うなど、生活・勤務環境の改
善を図る。
　　 (ｴ)　働き方改革の推進

社会構造の大きな変化により育児や介護等で時間や移
動に制約のある隊員が増えていく中にあって、全ての隊員が能
力を十分に発揮し活躍できるよう、ワークライフバランスの確保の
ため、長時間労働の是正や休暇の取得促進等、防衛省・自衛隊
における働き方改革を推進する。さらに、庁内託児所の整備等の
取組を進めるとともに、緊急登庁せざるを得ない隊員のための子

供一時預かり等、地方公共団体等との連携を強化しつつ、家族
支援施策を推進する。
　　 (ｵ)　教育の充実

各自衛隊及び防衛大学校において、安全保障に関する
幅広い視野を涵養するための必要な学術知識や国際感覚を含
め、教育訓練の内容及び体制の充実を図るほか、自衛隊の能力
及びその一体性を高め、領域横断的な統合運用を推進するた
め、統合運用に関する教育及び研究の在り方について、既存の

任期満了退職後の公務員の再就職や大
学への進学等に対する支援の充実

非任期制士の採用の拡大や大卒者等を
含む採用層の拡大に向けた施策を推進

採用広報の充実や採用体制の強化を含め
た多様な募集施策の推進

女性自衛官等の活躍推進、教育・生活・勤
務環境の基盤整備

必要な隊舎・宿舎の確保及び建て替えを
加速し、同時に、施設の老朽化対策及び
耐震化対策を推進

民間人材の有効活用

老朽化した生活・勤務用備品の確実な更
新



当初
予算額

令和２年度 ３年度
４年度
（※１）

５年度
（※２）

114,428 157,116 129,564

(108,010) (149,447)

12,746 13,078 13,003

(12,709) (13,225)

4,258 4,075 4,057

(4,182) (3,995)

30,863 22,961 24,067

(29,087) (21,258)

0 3 0

(0) (3)

2 2 2

(2) (2)

345 210 0

(96) (210)

22 19 18

(19) (16)

1,922 1,772 2,133

(1,788) (1,739)

処遇の向上及び再就職支援

福利厚生の充実

教育の充実

職業訓練課目の拡充や段階的な資格取
得等の支援

⑤

各自衛隊及び防衛大学校において、教育
訓練の内容及び体制の充実等

防衛大学校等を卒業した留学生のネット
ワーク化

達成手段
（開始年度）

予算額計（執行額）

(8) 緊急登庁支援用備品等 4
託児支援施策として、災害派遣等の緊急登庁時において、他に預け先がなく帯同して登庁せざるを得な
い隊員の子供を自衛隊の駐屯地・基地で一時的に預かる体制を整備するとともに、実効性向上のための
訓練も実施している。

⑦ 予備自衛官等の活用

即応予備自衛官及び予備自衛官のより幅
広い分野・機会での活用

予備自衛官補の採用数拡大

⑥

栄典・礼遇に関する施策の推進

(1) 自衛隊施設整備 3
各種事態における実効的な抑止及び対処に必要な防衛力整備のため、自衛隊の基地・駐屯地等におい
て、機能発揮のために必要な施設の新設、耐震改修、インフラ整備等を行う。

0200

め、統合運用に関する教育及び研究の在り方について、既存の
組織において十分な教育及び研究が可能か検討の上、必要な措
置を講ずるとともに、防衛省・自衛隊の組織マネジメント能力に関
する教育の強化を図る。また、各自衛隊の相互補完を一層推進
するため、教育課程の共通化を図るとともに、先端技術を活用
し、効果的かつ効率的な教育を推進する。さらに、防衛大学校等
を卒業した留学生のネットワーク化を図り、防衛協力・交流の強
化の一助とする。なお、教育訓練を着実に実施するため、現有の
初等練習機（Ｔ－７）の後継となる新たな初等練習機の整備につ
いて検討の上、必要な措置を講ずる。
　　 (ｶ)　処遇の向上及び再就職支援

隊員が高い士気と誇りを持って任務を遂行できるよう、防
衛功労章の拡充を始めとした栄典・礼遇に関する施策や、任務・
勤務環境の特殊性等を踏まえた給与面の改善を含む処遇の向
上を推進するとともに、家族支援を含めた福利厚生の充実を図
る。

若年定年退職制度の下にある自衛官の生活基盤の確保
が国の責務であることを踏まえ、職業訓練課目の拡充や段階的
な資格取得等の支援を行うとともに、退職自衛官の知識・技能・
経験を活用するとの観点から、地方公共団体や関係機関との連
携を強化しつつ、地方公共団体の防災関係部局等及び関係府省
における退職自衛官の更なる活用を進めるなど、再就職支援の
一層の充実を図る。
　　 (ｷ)　予備自衛官等の活用

多様化・長期化する事態における持続的な部隊運用を支
えるため、即応予備自衛官及び予備自衛官のより幅広い分野・
機会での活用を進める。また、予備自衛官等の充足向上のた
め、自衛官経験のない者を対象とする予備自衛官補の採用者数
を拡大するとともに、予備自衛官補出身の予備自衛官から即応
予備自衛官への任用を進める。さらに、予備自衛官等が訓練招
集に応じやすくなるよう、教育訓練基盤の強化及び訓練内容の見
直しに取り組むとともに、雇用企業等の理解と協力を得るための
施策を実施する。

教育訓練基盤の強化及び訓練内容の見
直し

地方公共団体や関係機関との連携強化等
による再就職支援の推進

令和３年
行政事業
レビュー
事業番号

関連す
る指標

達成手段の概要等

(2) 特別借受宿舎 3

特別借受宿舎の借受料については、昭和３９年度以降、原則支払期間６０年、金利６．５％の元利均等償
還方式で計算され、支払いが完了すれば宿舎は連合会から国（防衛省）に寄付されるが、平成９年度から
は、国側の運用が容易となるように支払期間満了前であっても物件の買取り（国有財産化）を行っている。
現在、支払い額の抑制を図るべく、平成２６年度の公開プロセスにおける評価結果も踏まえ、早期買取り
に努めている。

0201

(3) 一般借受宿舎 3
宿舎所要があるが建設のための用地の取得が困難な地域や、宿舎所要が一時的な地域等においては、
民間のアパート等を借り上げ、宿舎として設置している。本事業は、これら民間住宅の借上げにより宿舎
を設置しその借料を支払うもの。

0202

(6)
航空機修理部品及び整備
用消耗品

5
将来、幹部自衛官（３等陸尉、３等海尉、３等空尉以上の階級の自衛官）となるべき防衛大学校の学生の
訓練（滑空機訓練）に使用する滑空機の維持補修に必要な修理部品・整備用消耗品の取得及び修理役
務を実施するものである。

0209

(4) 宿舎（建設等） 3

・経年のため老朽化した自衛隊員のための既存宿舎の建替。
・部隊の新編等に伴い必要となる宿舎の新設。
・経年のため機能的に欠陥が生じている等の自衛隊員のための既存宿舎の改修。
・宿舎所要が少なく、経年のため老朽化が進行した宿舎の取り壊し。

0203

(5) 滑空機の性能確認検査 5
将来、幹部自衛官（３等陸尉、３等海尉、３等空尉以上の階級の自衛官）となるべき防衛大学校の学生の
訓練（滑空機訓練）に使用する滑空機の性能確認検査を行うものである。

0208

(7) 庁内託児施設の整備 4

職員が、家族の世話に不安を抱くことなく任務に専念できる環境を整備するため、職員の職業生活と家庭
生活の両立支援及び子育て支援を実施する施設として、庁内託児施設を設置する。

※国が庁内託児施設の整備し、運営は民間に委託している。庁内託児施設では、０歳から未就学児を対
象に、基本保育、延長保育、病後児保育、障害児保育、一時保育、夜間保育、早朝保育、休日保育など
の他、２４時間対応の緊急一時保育を実施している。

0211

0212

(9)
防衛大学校における教育
訓練に要する経費

5

防衛大学校は、教育訓練課程と団体生活を通じて、幹部自衛官としての職責を全うし得る人格の育成を
目指している。教育課程においては、一般教育・理工学・人文社会科学及び防衛学などを教授し、幹部自
衛官として必要な基礎学力や技能を育成し、訓練課程においては、自衛隊の必要とする基礎的な訓練に
ついて練成し、幹部自衛官として必要な資質や技能を育成している。また、体育活動や校友会活動を通じ
て、訓練とともに強健な体力・旺盛な気力を育成している。
本経費は、本大学校での教育を行うために必要な教材や教育実験用器材の整備、教官及び研究科学生
が高度な研究水準を保持するために必要な研究費、訓練に必要な機材の購入、校友会活動への援助に
充てられるものである。

0213



1,405 1,450 1,445

(1,293) (1,349)

160 161 176

(113) (113)

85 89 89

(81) (88)

283 300 309

(263) (276)

623 596 587

(615) (585)

32 34 34

(6) (9)

95 91 91

(91) (91)

1,338 1,458 1,447

(1,333) (1,402)

369 370 370

(369) (361)

17 17 17

(12) (15)

2,529 2,132 2,412

(1,050) (1,910)

3,677 3,369 3,537

(3,107) (2,808)

162 104 161

(84) (94)

1,841 1,562 3

(1,249) (1,319)

16 17 16

(7) (8)

0 11 3

(0) (0)

(17)
援護業務民間委託に要す
る経費

6

①就職援護業務の民間委託について
　平成１９年８月から首都圏（東京都、埼玉県、千葉県及び神奈川県）において、また、平成２１年８月から
は愛知県において、当該都県に所在する地方協力本部における任期制自衛官に係る求人開拓・再就職
支援等の就職援護業務を民間の有料職業紹介事業者に対し委託して実施している。
②地方協力本部等における非常勤職員の採用について
　平成２０年度より、地方協力本部等において所要の非常勤職員を採用し就職援護業務に従事させてい
る。

(11) 援護業務に関する経費 6

①　自衛隊の就職援護担当者による就職援護活動（企業、地方公共団体等を訪問し自衛官の技能・経験
等の広報、合同企業説明会への協力）
②　援護広報カレンダーや再就職に関する各種パンフレットを作成し、企業主等へ配布して退職自衛官の
再就職について周知
③　各種媒体等における退職自衛官に係る有用性に関する周知活動の実施
④　再就職決定までの流れを具体的・体系的に記述した「再就職の手引き」を作成し、退職予定隊員及び
部隊指揮官等へ配布
⑤　自衛隊援護機関（地方協力本部、各援護室等）、(一財)自衛隊援護協会、地域の雇用協議会、ハロー
ワーク等との各種会議の実施

(16)
進路相談部外委託に要す
る経費

0221

①若年定年等退職予定自衛官の再就職先の確保のため、（一財）自衛隊援護協会が、職業安定法第３３
条の規定に基づき厚生労働大臣から許可を得て行う無料職業紹介事業に要する経費の一部を補助する
ものである。
②補助率は、（一財）自衛隊援護協会の補助対象事業に従事する職員に対する人件費は１０／１０。補助
対象事業を行うために使用する土地建物の借料は５／１０。補助対象事業に関する旅費及び一部の管理
運営費については１０／１０である。

0222

(19) 貸費生貸与金 1

現在、大学及び大学院で、医学、歯学、理学、工学を専攻している学生で、卒業（修了）後、その専攻した
学術を活かして引き続き自衛隊に勤務する意志を持つ者に対して学資金を貸与するものである。
学資金の額は、自衛隊法施行令第１２０条の５に基づき月額５万４千円と規定されており、貸与された学
資金は、自衛官として一定年限以上勤務すると規定に従って返還が免除される。

0223

(20) 予備自衛官に必要な経費 7

予備自衛官は、退職した自衛官の志願に基づき選考により採用される者と、予備自衛官補としての教育
訓練を修了した後に任用される者がおり、平素は各々の職業に従事しつつ、年間５日間（基準）の訓練に
出頭する。予備自衛官は、訓練出頭することにより予備自衛官としての資質を養うとともに、必要な知識及
び技能について練度の維持を図っている。なお、予備自衛官には予備自衛官手当、訓練招集手当及び訓
練出頭に係る旅費が支給される。

0224

(18)
退職予定自衛官就職援護
業務費補助金

6

(21)
即応予備自衛官に必要な
経費

7

即応予備自衛官は、陸上自衛隊に導入されている制度であり、退職した自衛官や予備自衛官として任用
されている者の志願に基づき選考により採用され、平素は各々の職業に従事しつつ、年間３０日間の訓練
に出頭する。即応予備自衛官は、訓練に出頭することにより、即応予備自衛官としての資質を養うととも
に、必要な知識及び技能について練度の維持を図っている。なお、即応予備自衛官には、即応予備自衛
官手当、訓練招集手当、訓練出頭に係る旅費及び勤続報奨金が支給される。また、即応予備自衛官が安
んじて訓練に出頭することを可能とするため、即応予備自衛官の雇用企業に対して給付金を支給してい
る。

0225

(24)
部外講師の招へいに要す
る旅費

5 部内の教育訓練機関に部外講師を招へいするために必要な国内移動に要する旅費である。 0228

(22)

(23)

予備自衛官補に必要な経
費

7

予備自衛官補は、陸上自衛隊及び海上自衛隊に導入されている制度であり、主として自衛官未経験者を
予備自衛官補として採用し、所定の教育訓練を経た後、予備自衛官として任官させる制度である。予備自
衛官補には、一般と技能の２つの採用区分があり、予備自衛官として勤務するために必要な基礎的知識
及び技能を修得するため、所定の教育訓練に出頭する。なお、予備自衛官補には、教育訓練招集手当及
び出頭に係る旅費が支給される。

0226

入校、講習、研修等に要す
る旅費

5 対象者である隊員が、上記目的を達成するために必要な国内移動に要する旅費である。 0227

(25)
任期制自衛官の退職時の
進学支援

1
任期制自衛官としての任期満了退職後に国内の大学へ進学し、予備自衛官又は即応予備自衛官に任官
した者のうち、希望する者に対し、任期制自衛官退職時の進学支援に係る給付金を支給するもの。

0229

(10)
自衛官等募集活動に要す
る経費

1

自衛官等の募集を主任務とする全国５０ヶ所の自衛隊地方協力本部においては、広報官が受験者個々の
ニーズに対応したきめ細かい募集活動等を実施することで、より質の高い隊員の確保に努めている。具体
的には、募集対象者の情報取得や、職業としての自衛官の魅力の広報、更に募集対象者及びその家族
が抱く自衛官という職業に対する不安の解消などである。
本経費は、広報官が募集対象者や学校等を訪問・交流するために必要な日帰り勧誘旅費、説明に必要な
消耗品の購入、非常勤賃金職員の雇用経費等である。

0214

0215

(12)
募集事務地方公共団体委
託費

1

自衛隊法第９７条１項により、都道府県知事及び市町村長に自衛官等募集事務の一部を委託しており、
その経費は同法第９７条第３項で国庫の負担と規定されている。
委託内容は、都道府県においては募集期間の告示、重点市町村の指定、各種広報媒体による広報、募
集関係各種会議の開催及び参加、部隊研修等であり、市町村においては志願票の受理等、広報紙等へ
の募集案内の掲載、募集関係各種会議の開催及び参加、部隊研修等である。

0216

(13)
自衛官等募集試験等に要
する経費

1
自衛官等の各募集種目の採用試験を円滑に実施するために必要な試験問題の作成、志願票及び受験票
の印刷等の経費である。

0217

6

　民間事業者に委託し、全国２６駐屯地等（真駒内、旭川、東千歳、青森、仙台、朝霞、板妻、千僧、善通
寺、福岡、健軍、北熊本、別府、大湊、下総、横須賀、舞鶴、呉、佐世保、鹿屋、千歳、三沢、入間、小牧、
春日、那覇）に、キャリア・カウンセラー等の資格を保有し、雇用環境等に精通した部外専門家(進路相談
員）を配置し、退職予定隊員に対する再就職及び退職後の生活設計等に関する相談（電話相談や、他の
駐屯地等への出張相談等を含む。）を実施。

0220

(14)
自衛官等募集広報宣伝に
要する経費

1
募集対象者等に対し職業としての自衛官を認知、受験に対する意識、受験の決心までの広報として、募
集案内、ポスター印刷、交通機関広告に必要な経費である。

0218

(15)
企業主招へいに要する経
費

6

全国の部隊及び地方協力本部が、企業主等を部隊等に招へいし、自衛官の職種・職域や階級ごとの業務
内容の説明及び懇談等の活動を行うとともに、実際に自衛官が活動している現場を見てもらうことによっ
て、自衛官がどのような任務・役割を担っているか、またどのような技能・資質を持っているかなど、自衛官
の有用性について認識を深めていただく。

0219



0 0 0

(0) (0)

0 0 0

(0) (0)

177,218 210,997 183,541

(165,566) (200,323)

※２　達成手段における令和５年度の当初予算額については、令和５年度より政策体系を変更したことから、当該施策に関連する予算としては記載していない。

施策の予算額・執行額

※１　達成手段における令和４年度の執行額については、事業単位の整理（事業の統合等）に伴い、令和４年度予算要求時と執行額確認時の事業単位に差異が生じたため、記載していない。

施策に関係する内閣の
重要政策（施政方針演
説等のうち主なもの）

中期防衛力整備計画（平成３１年度～平成３５年度）（平成３０年１２月１８日国家安全保障会議決定
及び閣議決定）
Ⅲ－２－（１）人的基盤の強化

(27)
防衛省・自衛隊の教育機
関等を卒業した留学生との
関係強化に関する経費

5

防衛省・自衛隊の教育機関等を卒業した留学生との関係強化や、当該留学生へわが国の安全保障政策
に対する理解の増進を図るため、卒業留学生を招へいし、ブリーフィングや意見交換等を行う。
令和元年度実施時には、次のような交流を実施している。①防衛省において防衛省・自衛隊による各種施
策及び国際情勢に関するブリーフィングを実施、②防衛省訪問時に防衛大臣から激励等の実施、③総理
官邸における総理主催レセプション（総理による激励、すべての留学生代表によるスピーチ、写真撮影）等
の実施、④防衛大学校を訪問し教官等との旧交を温めたほか、在学中の自国留学生への激励等を実施、
⑤防衛大学校訪問の機会を捉えて、留学当時に支援を得た一般家庭等の関係者との懇談及び懇親会を
実施。令和５年度も概ね、同様の交流会を実施する予定である。

05-0025

(26)
自衛官の中途退職抑制施
策の調査研究

2

自衛官の意識調査、民間企業における中途退職の動向の調査（民間企業の中途退職率と景気動向との
相関関係の調査、民間企業において行われている中途退職抑制施策の調査等を含む。）及び外国の軍
隊における中途退職の動向の調査（外国の軍隊における中途退職率と社会環境・景気動向との相関関係
の調査、外国の軍隊において行われている中途退職抑制施策の調査等を含む。）を行うとともに、自衛官
の中途退職に関する分析を行うもの。

05-0015



目標
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年
度

２
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度

３
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度

２
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度
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度

４
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度

採用広報の充実や採用体制の強化を含めた多様な募集施策の推進

●令和２年度における募集広報については、自衛官に対する誤解を払拭するとともに、魅力を伝達するための動画「自衛隊のソ
レ、誤解ですから。」、「自衛隊のソレ、できます。」及び「ぶっちゃけ自衛官」などを作成し、自衛官募集ホームページへのアクセス
数３１，３５７，０６５件を得た。また、全国の地方協力本部で自衛官等募集に関する新聞広告を合計５７回掲載、交通機関広告を合
計１０，６７９日掲示するなど、継続した広報宣伝を実施した。
●インターネットを利用した応募、受付システムについては、各募集種目の合計で利用件数は３，８５３件であり、その有効性を確
認するとともに引き続き志願者の利便性向上に努める。
●募集広報用動画を作成し、各種広報媒体の組み合わせを強化することで、様々な方向から募集対象者への募集広報を推進す
るため、令和３年度予算に所要の経費（約２．４億円）を計上した。
●より幅広い層から多様な人材を確保するため、採用時の身体検査基準の一部緩和について検証を実施している。

●令和３年度における募集広報については、先輩隊員の実体験を紹介し、採用種目ごとの「やりがい」をPRするための動画「リア
ルＶＯＩＣＥ」を作成するとともに募集対象者が自宅でも自衛隊の就職説明を聞くことができるWEBセミナーを実施するなど、インター
ネットを活用し職業としての自衛官の魅力を発信した。また、全国の地方協力本部で自衛官等募集に関する新聞広告を合計２９回
掲載、交通機関広告を合計１２，０６０日掲示するなど、継続した広報宣伝を実施した。
●インターネットを利用した応募、受付システムについては、令和３年度において、各募集種目の合計の利用件数が５，５１８件で
あり、その有効性を確認するとともに引き続き志願者の利便性向上に努める。
●募集広報用動画を作成し、各種広報媒体の組み合わせを強化することで、様々な方向から募集対象者への募集広報を推進す
るため、令和４年度予算に所要の経費（約２．４億円）を計上した。
●より幅広い層から多様な人材を確保するため、採用時の身体検査基準の一部緩和について検証を実施している。

●令和４年度における募集広報については、先輩隊員の実体験を紹介する動画「キャリアパス・インタビュー」、「普段はどんな仕
事を？」や新隊員を教育する教育隊に密着した動画を作成するなど、インターネットを活用し職業としての自衛官の魅力を発信し
た。また、全国の地方協力本部で自衛官等募集に関する新聞広告を合計１６回掲載、交通機関広告を合計１１，７６６日掲示する
など、継続した広報宣伝を実施した。
●インターネットを利用した応募、受付システムについては、令和４年度において、各募集種目の合計の利用件数が７，３８７件で
あり、その有効性を確認するとともに引き続き志願者の利便性向上に努める。
●募集広報用動画を作成し、各種広報媒体の組み合わせを強化することで、様々な方向から募集対象者への募集広報を推進す
るため、令和５年度予算に所要の経費（約２．７億円）を計上した。
●より幅広い層から多様な人材を確保するため、採用時の身体検査基準の一部緩和について検証を実施している。

●令和元年度における募集広報については、自衛官の誤解されているイメージに対して実情を紹介し、自衛官に対する誤解を払
拭するための動画「自衛隊のソレ、誤解ですから！」や女性自衛官を紹介し、女性としての「やりがい」と公務員の「安定性」をＰＲす
るための動画「Ｊガール」などを作成し、自衛官募集ホームページへのアクセス数２８，２９８，３１０件を得た。また、全国の地方協力
本部で自衛官等募集に関する新聞広告を合計４７１回掲載、交通機関広告を合計９，００１日掲示するなど、継続した広報宣伝を
実施した。
●インターネットを利用した応募、受付システムについては、各募集種目の合計で利用件数は１，９９２件であり、その有効性を確
認するとともに引き続き志願者の利便性向上に努める。
●募集広報用動画を作成し、各種広報媒体の組み合わせを強化することで、様々な方向から募集対象者への募集広報を推進す
るため、令和２年度予算に所要の経費（約２．４億円）を計上した。
●より幅広い層から多様な人材を確保するため、採用時の身体検査基準の一部緩和を実施した。

元
年
度

①採用の取組強化

非任期制士の採用の拡大や大卒者等を含む採用層の拡大に向けた施策を推進

●装備品の高度化・複雑化等に対応できる多様な経歴・能力を有する人材を確保できるよう、自衛官候補生試験を見直し、かかる
人材に見合った初任給へと段階的に引き上げ（令和元年度改正法成立。令和２年度改正法及び関係規則を施行）。

●令和２年度より、自衛官候補生の採用試験について、筆記試験を高卒程度に引き上げ、総合的な評価を導入。これに伴い、人
材に見合った初任給へと引上げ。
●部内幹部候補生の年齢要件を引き上げるため、訓令を改正（令和２年度訓令改正、令和４年１２月施行）

●実績なし。

●実績なし。

令和５年度実施施策に係る政策評価の事前分析表（別紙）
（防衛省０５－④）

施策名 人的基盤の強化

測定指標 施策の進捗状況
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３
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度
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度
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●サイバーセキュリティに関する高度な知見を有する方を非常勤の「サイバーセキュリティ統括アドバイザー」として採用した。
●サイバーセキュリティに関する専門的知見を備えた優秀な人材を発掘することを目的としたサイバーコンテストを開催した。
●ＡＩ導入推進に係るアドバイザー役務を取得し、ＡＩの動向調査、ＡＩの活用推進政策及びＡＩ事業管理に関する検討支援を実施。
（約０．４億円）
●ＡＩに関する高度な知見を有する方を非常勤の「ＡＩ・データ分析官」として採用した。
●「海上自衛隊技術海上幹部」、「航空自衛隊技術航空幹部」の名称を「海上自衛隊公募幹部」、「航空自衛隊公募幹部」に変更
し、特殊又は高度の技術及び知識を有する自衛官を部外から確保するため、航空自衛隊技術航空幹部に「隊務管理（総務人事・
厚生）」の区分を追加し、令和５年度選考採用による募集を実施した。

●実績なし。

●サイバーセキュリティに関する専門的知見を備えた優秀な人材を発掘することを目的としたサイバーコンテストを開催するための
経費（４百万円）を計上した。
●セキュリティ・IT部署に勤務する隊員を確保するため、選考採用による募集を実施した。

●サイバーセキュリティに関する高度な知見を有する方を非常勤の「サイバーセキュリティ統括アドバイザー」として採用した。
●ＡＩ導入推進に係るアドバイザー役務を取得し、ＡＩの動向調査、ＡＩの活用推進政策、ＡＩ事業管理についての支援態勢を確立。
（約０．４億円）
●特殊又は高度の技術及び知識を有する自衛官を部外から確保するため、海上自衛隊技術海上幹部に「人工知能」、航空自衛
隊技術航空幹部に「宇宙」及び「宇宙（情報）」の区分を追加し、選考採用による募集を実施した。

②人材の有効活用

民間人材の有効活用

任期満了退職後の公務員への再就職や大学への進学等に対する支援の充実

●退職後の進路として警察官や消防官等の他の公務員への就職を希望する任期制自衛官を対象とした受験対策講座の受講枠
等を拡充するため、令和２年度予算に所要の経費（約０．１億円）を計上した。
●退職後の進路として大学への進学を希望する任期制自衛官を対象とした予備校等の通信教育による大学進学を支援するた
め、令和２年度予算に所要の経費（約０．１億円）を計上した。

●退職後の進路として警察官や消防官等の他の公務員への就職を希望する任期制自衛官を対象とした受験対策を支援するた
め、令和3年度予算に所要の経費（約0.1億円）を計上した。
●退職後の進路として大学への進学を希望する任期制自衛官を対象とした予備校等の通信教育による大学進学を支援するた
め、令和3年度予算に所要の経費（約0.1億円）を計上した。
●任期制自衛官の任期満了後に国内の大学に進学した者が、その在学期間中、予備自衛官又は即応予備自衛官に任官した場
合、一定額を給付する施策に経費（０．１億円）を計上し、関係規則を整備

●退職後の進路として警察官や消防官等の他の公務員への就職を希望する任期制自衛官を対象とした受験対策講座の受講枠
等を拡充するため、令和４年度予算に所要の経費（約0.1億円）を計上した。
●退職後の進路として大学への進学を希望する任期制自衛官を対象とした予備校等の通信教育による大学進学を支援するた
め、令和４年度予算に所要の経費（約0.1億円）を計上した。
●任期制自衛官の任期満了退職後に国内の大学に進学した者が、その在学期間中、予備自衛官又は即応予備自衛官に任官し
た場合、一定額の給付金を支給可能とするため、令和３年度予算に約０．１億円の所要の経費を計上し、関係規則を整備した上
で、令和３年度より試行的に運用を開始した。

●任期制自衛官の任期満了退職後に国内の大学に進学した者が、その在学期間中、予備自衛官又は即応予備自衛官に任官し
た場合、一定額の給付金を支給可能とするため、令和４年度予算に約０．０３億円の所要の経費を計上し、関係規則を整備した上
で、令和３年度より試行的に運用を継続している。
●退職後の進路として警察官や消防官等の他の公務員への就職を希望する任期制自衛官を対象とした受験対策講座について、
令和５年度予算に所要の経費（約０．１億円）を計上した。
●退職後の進路として大学への進学を希望する任期制自衛官を対象とした予備校等の通信教育による大学進学支援について、
令和５年度予算に所要の経費（約０．１億円）を計上した。
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●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」に基づき、以下の施策を実施。
・隊舎の女性用区画、女性用トイレや浴場、女性自衛官教育基盤及び艦艇における女性用区画の整備など、女性隊員の教育・生
活・勤務環境の整備等を実施するとともに、令和５年度予算に約59億円の所要の経費を計上した。
・防衛省職員のワークスタイル事例集を作成し、女性職員だけでなく、育児に伴う休暇・休業を取得した男性職員とその上司を紹
介。ロールモデルとなる職員を紹介することにより、職員の意欲向上及びキャリア形成支援を図った。
●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」で定める目標の達成状況
・事務官等の採用者に占める女性割合：３９．２％（令和５年４月１日付採用者）、目標：毎年度３５％以上
・自衛官の採用者に占める女性割合：２０．１％（令和４年度）、目標：令和３年度以降１７％以上
・全自衛官に占める女性割合：８．７％（令和４年度末時点）、目標：令和１２年度までに１２％以上
・本省課室長相当職に占める女性割合：２．９％（令和４年７月時点）、目標：令和７年度までに５％
・地方機関課長・本省課長補佐相当職に占める女性割合：７．７%（令和４年７月時点）、目標：令和７年度までに１０％
・係長相当職（本省）に占める女性割合：３２．３％（令和４年７月時点）、目標：令和７年度までに３５％
・佐官以上に占める女性割合：４．５％（令和４年度末時点）、目標：令和７年度末までに５％以上

●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」に基づき、以下の施策を実施。
・隊舎の女性用区画、女性用トイレや浴場、女性自衛官教育基盤及び艦艇における女性用区画の整備など、女性隊員の教育・生
活・勤務環境の整備等を実施するとともに、令和３年度予算に所要の経費（約４７億円）を計上した。
・毎年作成している「女性職員のワークスタイル事例集」を、令和２年度は「防衛省職員のワークスタイル事例集」に改め、女性職
員だけでなく、育児に伴う休暇・休業を取得した男性職員とその上司を紹介。ロールモデルとなる職員を紹介することにより、職員
の意欲向上及びキャリア形成支援を図った。
・仕事と介護の両立に関する映像、ワークライフバランス推進啓発に関する映像を防衛省職員向けに制作し各機関へ配布。
・令和２年３月に女性初の空挺団員が、令和２年１０月に女性初の潜水艦乗組員が誕生するなど女性職員の登用拡大の推進を
行った。
●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」で定める目標の達成状況
・事務官等の採用者に占める女性割合：３６．１％（令和２年４月１日付採用者）、目標：平成２８年度以降３０％以上
・自衛官の採用者に占める女性割合：１６．１％（令和元年度）、目標：平成２９年度以降１０％以上
・全自衛官に占める女性割合：７．９％（令和２年度末時点）、目標：令和９年度までに９％
・本省課室長相当職に占める女性割合：１．８％（令和２年７月時点）、目標：令和２年度までに２％
・地方機関課長・本省課長補佐相当職に占める女性割合：６．２%（令和２年７月時点）、目標：令和２年度までに５％
・係長相当職（本省）に占める女性割合：３０．８％（令和２年７月時点）、目標：令和２年度までに２７％
・佐官以上に占める女性割合：４．２％（令和２年度末時点）、目標：令和２年度末までに３．１％超

●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」に基づき、以下の施策を実施。
・隊舎の女性用区画、女性用トイレや浴場、女性自衛官教育基盤及び艦艇における女性用区画の整備など、女性隊員の教育・生
活・勤務環境の整備等を実施するとともに、令和３年度予算に約４７億円の所要の経費を計上した。
・防衛省職員のワークスタイル事例集を作成し、女性職員だけでなく、育児に伴う休暇・休業を取得した男性職員とその上司を紹
介。ロールモデルとなる職員を紹介することにより、職員の意欲向上及びキャリア形成支援を図った。
●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」で定める目標の達成状況
・事務官等の採用者に占める女性割合：４１．６％（令和４年４月１日付採用者）、目標：毎年度３５％以上
・自衛官の採用者に占める女性割合：１８．４％（令和３年度）、目標：令和３年度以降１７％以上
・全自衛官に占める女性割合：８．３％（令和３年度末時点）、目標：令和１２年度までに１２％以上
・本省課室長相当職に占める女性割合：１．８％（令和３年７月時点）、目標：令和７年度までに５％
・地方機関課長・本省課長補佐相当職に占める女性割合：６．６%（令和３年７月時点）、目標：令和７年度までに１０％
・係長相当職（本省）に占める女性割合：３１．４％（令和３年７月時点）、目標：令和７年度までに３５％
・佐官以上に占める女性割合：４．３％（令和３年度末時点）、目標：令和７年度末までに５％以上

女性自衛官等の活躍推進、教育・生活・勤務環境の基盤整備

●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」に基づき、以下の施策を実施。
・隊舎の女性用区画、女性用トイレや浴場、女性自衛官教育基盤及び艦艇における女性用区画の整備など、女性隊員の教育・生
活・勤務環境の整備等を実施するとともに、令和2年度予算に所要の経費（約27億円）を計上した。
・「女性職員のワークスタイル事例集」を作成・配布し、ロールモデルとなる女性隊員を紹介することにより、女性隊員の意欲向上及
びキャリア形成支援を図った。
・本省及び自衛隊の各駐屯地・基地等において、メンター養成研修を行い、仕事と家庭の両立やキャリアに悩む女性職員が先輩
職員に気軽に相談できる体制を整備した。
・平成３１年４月に防衛省女性初の指定職、令和元年１２月に女性初のイージス艦艦長、令和２年３月に女性初の空挺団員が就任
するなど、女性職員の登用拡大の推進を行った。
●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」で定める目標の達成状況
・事務官等の採用者に占める女性割合：３７．３％（平成３１年４月１日付採用者）、目標：平成２８年度以降３０％以上
・自衛官の採用者に占める女性割合：１６．１％（平成３１年度）、目標：平成２９年度以降１０％以上
・全自衛官に占める女性割合：７．４％（令和元年度末時点）、目標：２０２７年度までに９％
・本省課室長相当職に占める女性割合：２．２％（令和元年７月時点）、目標：令和２年度までに２％
・地方機関課長・本省課長補佐相当職に占める女性割合：６．０%（令和元年７月時点）、目標：令和２年度までに５％
・係長相当職（本省）に占める女性割合：２８．２％（令和元年７月時点）、目標：令和２年度までに２７％
・佐官以上に占める女性割合：４．０％（令和元年度末時点）、目標：令和２年度末までに３．１％超
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●令和３年度予算においては、隊舎・宿舎の確保及び施設の建て替え等に必要な経費として、約５０１億円、令和３年度補正予算
においては約４３億円を計上し、施設整備を実施している。

●令和４年度予算においては、隊舎・宿舎の確保及び施設の建て替え等に必要な経費として、約６３１億円、令和４年度補正予算
においては約１４億円を計上し、施設整備を実施している。

●上記次官通達等に基づく日用品等の自費購入等に関する調査を行い、上記事務次官通達等に定めた措置等を実施した結果、
令和元年度と比較して自費購入等が確実に減少していることを確認した。
●日用品等の所要数の確保をより確実に実施するため、各自衛隊において令和３年度予算に所要の経費を計上した。（令和３年
度予算額：約１０．７億円）

日用品等の所要数の確実な確保

●クルーが交替で乗船することにより、艦艇要員の洋上勤務日数を縮減することができるクルー制の導入を予定している護衛艦
「ＦＦＭ」（３，９００トン）２隻の建造経費（約９４４億円）を計上した。

●クルーが交替で乗船することにより、艦艇要員の洋上勤務日数を縮減することができるクルー制の導入を予定している護衛艦
「ＦＦＭ」（３，９００トン）２隻の建造経費（約１，０２８億円）を計上した。

●令和元年度予算においては、隊員の生活・勤務環境改善のために必要な経費として、令和元年度予算においては約２７７億
円、令和元年度補正予算においては約１６億円を計上し、施設整備を実施している。

●令和２年度予算においては、隊員の生活・勤務環境改善のために必要な経費として約５６３億円、令和２年度補正予算において
は約２５億円を計上し、施設整備を実施している。

必要な隊舎・宿舎の確保及び建て替えを加速し、同時に、施設の老朽化対策及び耐震化対策を推進

●令和元年６月に次官通達「隊員の生活・勤務環境の改善に向けて日用品等を確実に確保するための措置について（通達）（防
装庁（事）第７５号。令和元年６月２８日）」等により、日用品等の所要数を確実に確保等するための全省的な措置及び各自衛隊に
おける日用品等の自費購入等に関する調査等に関し必要な事項を定めた。
●上記次官通達等に基づく日用品等の自費購入等に関する調査を行い、上記事務次官通達等に定めた措置等を実施した結果、
平成３０年度と比較して自費購入等が確実に減少していることを確認した。
●日用品等の所要数の確保をより確実に実施するため、各自衛隊において令和２年度予算に所要の経費を計上した。（令和元年
度予算額：約７．５億円→令和２年度予算額：約１０．７億円に増額）

元
年
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●再任用の拡大：再任用の自衛官が従事する業務として、「船舶乗組」を追加するほか、従前から「教育」を対象としていたが、教
育のうち航空機操縦業務の一部を開放することとなったため、その旨を明示するため改正を行った。（令和４年度訓令改正及び施
行）。

●クルーが交替で乗船することにより、艦艇要員の洋上勤務日数を縮減することができるクルー制の導入を予定している護衛艦
「ＦＦＭ」（３，９００トン）２隻の建造経費（約９５１億円）を計上した。

●クルーが交替で乗船することにより、艦艇要員の洋上勤務日数を縮減することができるクルー制の導入を予定している護衛艦
「ＦＦＭ」（３，９００トン）２隻の建造経費（約９４４億円）を計上した。

③隊員の生活・勤務環境の改善

洋上勤務日数の縮減

自衛官の若年定年年齢の引上げ、再任用の拡大

●定年年齢の引上げ：１尉～１曹の定年年齢の引き上げを実施（令和元年度政令改正及び施行）。
●再任用の拡大：再任用の自衛官が従事する業務に「港務」を追加（令和元年度訓令改正及び施行）。

●定年年齢の引上げ：１佐～３佐の定年年齢の引き上げを実施（令和２年度政令改正及び施行）。
●再任用自衛官が従事する業務の拡大について検討。

●定年年齢の引上げ：２曹及び３曹の定年年齢の引上げを実施（令和３年度政令改正及び施行）。
●再任用の拡大：再任用の自衛官が従事する業務に「航空交通管制」を追加（令和３年度訓令改正及び施行）。
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●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」に基づき、以下の施策を実施。
・防衛大臣から職員に対して長時間労働是正に関するビデオメッセージを発信した。
・働き方改革推進強化月間中の休暇取得の奨励や、令和２年１２月２１日から令和３年１月１５日まで休暇取得促進キャンペーンを
実施し、年末年始の休暇に合わせた連続休暇や、家族の記念日等に合わせた休暇の取得を促進した。
・仕事と介護の両立に関する映像、ワークライフバランス推進啓発に関する映像を防衛省職員向けに制作し各機関へ配布。
・「防衛省における働き方改革推進のための取組コンテスト」を実施し、特に優れた取組について防衛大臣及び防衛副大臣がそれ
ぞれ表彰を行うとともに、各職場における仕事改革の一助とした。
・テレワークについて、平成２９年に本省内部部局で開始し順次拡大。令和２年度から全ての機関で実施可能とし、端末も段階的
に整備。
●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」で定める目標の達成状況
・事務官等の年次休暇取得日数：１３．６日（令和元年度）、目標：令和２年度までに年間１５日以上
・自衛官の年次休暇取得日数：１１．５日（令和元年度）、目標：令和２年度までに年間１５日以上

●老朽化した生活・勤務用備品の確実な更新等を実施するため、令和４年度予算において約２３．２億円、令和３年度補正予算に
おいて約０．９億円を計上した。

●老朽化した生活・勤務用備品の確実な更新等を実施するため、令和５年度予算において約３６．３億円、令和４年度補正予算に
おいて約７億円を計上した。

④働き方改革の推進

働き方改革の推進

●上記次官通達等に基づく日用品等の自費購入等に関する調査を行い、上記事務次官通達等に定めた措置等を実施した結果、
令和２年度下半期以降自費購入等がなくなったことを確認した。
●日用品等の所要数の確保をより確実に実施するため、各自衛隊において令和４年度予算に所要の経費を計上した。（令和４年
度予算額：約１１．７億円）

●上記次官通達等に基づく日用品等の自費購入等に関する調査を行い、上記事務次官通達等に定めた措置等を実施した結果、
令和２年度下半期以降自費購入等がなくなったことを確認した。
●日用品等の所要数の確保をより確実に実施するため、各自衛隊において令和５年度予算に所要の経費を計上した。（令和５年
度予算額：約１２．８億円）

●老朽化した生活・勤務用備品の確実な更新等を実施するため、令和２年度予算において約１３．９億円、令和元年度補正予算に
おいて約０．１億円を計上した。

●老朽化した生活・勤務用備品の確実な更新等を実施するため、令和３年度予算において約２７．２億円、令和２年度補正予算に
おいて約３．８億円を計上した。

老朽化した生活・勤務用備品の確実な更新

●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」に基づき、以下の施策を実施。
・防衛大臣から職員に対して長時間労働是正に関するビデオメッセージを発信した。
・ワークライフバランス推進強化月間中の休暇取得の奨励や、令和元年１２月から令和２年１月まで休暇取得促進キャンペーンを
実施し、年末年始の休暇や夏季休暇に合わせた連続休暇や家族の記念日等に合わせた休暇の取得を促進した。
・本省及び自衛隊の各駐屯地・基地等において、ワークライフバランスに関する講演会を開催し、職員の価値観や意識を改革し、
職場における働き方改革の推進を行った。
・「防衛省における働き方改革推進のための取組コンテスト」を実施し、特に優れた取組について防衛大臣及び防衛副大臣がそれ
ぞれ表彰を行うとともに、各職場における仕事改革の一助とした。
・テレワークについて、平成２９年４月に本省内部部局において本格運用を開始して以降、統合幕僚監部、陸上・海上・航空幕僚監
部、防衛監察本部及び南関東防衛局で本格運用を開始。令和２年度以降、全ての機関（※）での試験運用を開始予定。（※）防
大、防医大、防研、情本、各地方防衛局
●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」で定める目標の達成状況
・事務官等の年次休暇取得日数：１３．９日（平成３０年度）、目標：令和２年度までに年間１５日以上
・自衛官の年次休暇取得日数：１１．４日（平成３０年度）、目標：令和２年度までに年間１５日以上
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●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」に基づき、以下の施策を実施。
・防衛大臣から職員に対して長時間労働是正に関するメッセージを発信した。
・働き方改革推進強化月間中の休暇取得の奨励。
・ワークライフバランスに関する講演動画を配信し、職員の価値観や意識を改革し、職場における働き方改革の推進を行った。
・「防衛省における働き方改革推進のための取組コンテスト」を実施し、特に優れた取組について防衛大臣賞及び防衛副大臣賞を
授与し、、各職場における仕事改革の一助とした。
・テレワーク端末ついて、市ヶ谷地区以外についても段階的に整備。
●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」で定める目標の達成状況
・事務官等の年次休暇取得日数：１３．６日（令和３年度）、目標：令和7年度までに年間１５日以上
・自衛官の年次休暇取得日数：１５．０日（令和３年度）、目標：令和７年度までに年間１５日以上

両立支援施策（庁内託児所の整備、緊急登庁支援等）の推進

●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」に基づき、以下の施策を実施。
・仕事と介護の両立に関する映像、ワークライフバランス推進啓発に関する映像を防衛省職員向けに制作し各機関へ配布。
・育児や介護等の時間制約のある職員でも活躍できる職場環境を構築するため、「防衛省職員のための両立支援ハンドブック」を
作成・配布し、両立支援制度について更なる周知徹底を図った。
・自衛隊高級幹部会同において、大臣より、男性の育児休業取得促進について訓示。また「防衛省職員のワークスタイル事例集」
に育児に伴う休暇・休業を取得した男性職員とその上司を掲載、男性職員の育児休業等取得啓発ポスター等の掲示、内閣人事局
が発行する「イクメンパスポート」の配布により、男性職員の育児休業などの取得促進を図った。
・育児休業者向けにメールマガジンを発信し、育児休業からの円滑な職場復帰支援を図った。
・市ヶ谷本省にマタニティスペースを設置。妊娠中の職員の休息や、授乳等の利用だけでなく、災害派遣等に係る緊急登庁等の際
に、職員がやむを得ず子どもを帯同して出勤した場合に使用できるよう、必要な備品の設置及び貸し出しを実施。
・子の一時的な預け先の体制としては、令和２年度、新たに２カ所の駐屯地の整備を計画した。また、１７２カ所の駐屯地・基地等で
備品等の損耗更新を実施した。
・防衛医科大学校の託児施設の整備に向けた工事を行った。そのほか、既存の託児施設の運営に必要な備品等を整備した。
・庁内託児施設の整備（約０．８億円）や緊急登庁支援施策（約０．２億円）等を一層推進するため、令和３年度予算に所要の経費
を計上した。
●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」で定める目標の達成状況
・男性職員の育児休業取得率：５．２％（令和元年度）、目標：令和２年度までに１３％以上
・女性職員の育児休業取得率：１０１．６％（令和元年度）、目標：令和２年度までに１００％
・男性職員の配偶者出産特別休暇の取得率：８８．４％（令和元年度）、目標：令和２年度までに１００％
・男性職員の育児参加のための特別休暇：８４．２％（令和元年度）、目標：令和２年度までに１００％

●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」に基づき、以下の施策を実施。
・本省及び自衛隊の各駐屯地・基地等において、介護に関するセミナーを開催し、時間制約のある職員を含む全ての職員が十分
に能力を発揮できる職場環境の醸成を図った。
・育児や介護等の時間制約のある職員でも活躍できる職場環境を構築するため、「防衛省職員のための両立支援ハンドブック」を
作成・配布し、両立支援制度について更なる周知徹底を図った。
・「イクメンパスポート」の配布や男性職員の育児休業等取得啓発ポスター等の掲示により、男性職員の育児休業などの取得促進
を図った。
・育児休業者向けにメールマガジンを発信し、育児休業からの円滑な職場復帰支援を図った。
・子の一時的な預け先の体制としては、令和元年度、新たに１カ所の駐屯地の整備を計画した。また、１７０カ所の駐屯地・基地等
で備品等の損耗更新を実施した。
・防衛医科大学校の託児施設の整備に向けた調査・設計を行った。そのほか、既存の託児施設の運営に必要な備品等を整備し
た。
・庁内託児施設の整備（約３．６億円）や緊急登庁支援施策（約０．２億円）等を一層推進するため、令和２年度予算に所要の経費
を計上した。
●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」で定める目標の達成状況
・男性職員の育児休業取得率：３．８％（平成３０年度）、目標：令和２年度までに１３％以上
・女性職員の育児休業取得率：９６．７％（平成３０年度）、目標：令和２年度までに１００％
・男性職員の配偶者出産特別休暇の取得率：７８．８％（平成３０年度）、目標：令和2年度までに１００％
・男性職員の育児参加のための特別休暇：６３．２％（平成３０年度）、目標：令和2年度までに１００％

●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」に基づき、以下の施策を実施。
・防衛大臣から職員に対して長時間労働是正に関するビデオメッセージを発信した。
・働き方改革推進強化月間中の休暇取得の奨励。
・「防衛省における働き方改革推進のための取組コンテスト」を実施し、特に優れた取組について防衛大臣賞及び防衛副大臣賞を
授与し、、各職場における仕事改革の一助とした。
・テレワーク端末ついて、段階的に整備。市ヶ谷地区においては、全職員が個人用端末を用いたテレワークが実施可能となった。
・市ヶ谷地区に所属する自衛官に対し、課業時間外の勤務時間の上限規制を設け長時間労働の是正を図った。
●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」で定める目標の達成状況
・事務官等の年次休暇取得日数：１２．９日（令和２年度）、目標：令和７年度までに年間１５日以上
・自衛官の年次休暇取得日数：１３．３日（令和２年度）、目標：令和７年度までに年間１５日以上
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⑤教育の充実

●高等工科学校において、３年生（３０名程度）を対象としたシステム・サイバー専修コースを新設した。
●防衛大学校において、科学技術の進展に即応できる高度な専門知識と幅広い学術的視野をもった幹部自衛官を育成するため、
教育実験用器材の整備に必要となる経費（約３．７億円）を令和４年度予算に計上した。
●防衛大学校の学生の訓練（滑空機訓練）の安全性及び円滑性を確保するため、滑空機の性能確認検査を実施した。
●防衛大学校の学生の訓練（滑空機訓練）に使用する滑空機の維持補修に必要な修理部品・整備用消耗品の取得及び修理役務
を実施した。

●防衛大学校の学生の訓練（滑空機訓練）に使用する滑空機の維持整備を実施した。
●防衛大学校において、科学技術の進展に即応できる高度な専門知識と幅広い学術的視野をもった幹部自衛官を育成するため、
教育実験用器材の整備に必要となる経費（約４．０億円）を令和５年度予算に計上した。

●人的基盤の強化に関する検討委員会の下に「防衛大学校の充実・強化に関する調整部会」を新設し、防衛大学校における教育
方針や管理・運営体制に係る諸課題等について検討を開始した。
●防衛大学校においては、科学技術の進展に即応できる高度な専門知識と幅広い学術的視野をもった幹部自衛官を育成するた
め、教育実験用器材の整備に必要となる経費（約３．５億円）を令和３年度予算に計上した。
●防衛大学校の学生の訓練（滑空機訓練）の安全性及び円滑性を確保するため、滑空機の性能確認検査を実施した。
●防衛大学校の学生の訓練（滑空機訓練）に使用する滑空機の維持補修に必要な修理部品・整備用消耗品の取得及び修理役務
を実施した。

●子の一時的な預け先の体制として、令和３年度、新たに１カ所に整備した。また、１７２カ所の駐屯地・基地等で備品等の損耗更
新を実施した。
●庁内託児施設の整備（約０．８億円）や緊急登庁支援施策（約０．２億円）等を一層推進するため、所要の経費を計上した。
●令和２年度、防衛医科大学校の託児施設の整備に向けた工事を行い、令和３年度に開設した。そのほか、既存の託児施設の運
営に必要な備品等を整備した。
●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」に基づき、以下の施策を実施。
・育児や介護等の時間制約のある職員でも活躍できる職場環境を構築するため、「防衛省職員のための両立支援ハンドブック」を
作成・配布し、両立支援制度について更なる周知徹底を図った。
・内閣人事局作成の「イクメンパスポート」の配布や男性職員の育児休業等取得啓発ポスター等の掲示により、男性職員の育児休
業などの取得促進を図った。
・職員向けにメールマガジンを配信し、両立支援に関する制度等について周知を行った。
・「防衛省職員のワークスタイル事例集」に育児に伴う休暇・休業を取得した男性職員とその上司を掲載し男性育休の取得促進を
図った。
●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」で定める目標の達成状況
・男性職員の育児休業取得率：８．６％（令和２年度）、目標：令和７年度までに３０％以上
・男性職員の配偶者出産特別休暇の取得率：９０．３％（令和２年度）、目標：令和７年度までに１００％
・男性職員の育児参加のための特別休暇：８９．０％（令和２年度）、目標：令和７年度までに１００％

●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」に基づき、以下の施策を実施。
・育児や介護等の時間制約のある職員でも活躍できる職場環境を構築するため、「防衛省職員のための両立支援ハンドブック」を
作成・配布し、両立支援制度について更なる周知徹底を図った。
・職員向けにメールマガジンを配信し、両立支援に関する制度等について周知を行った。
・「防衛省職員のワークスタイル事例集」に育児に伴う休暇・休業を取得した男性職員とその上司を掲載し男性育休の取得促進を
図った。
●「防衛省における女性職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」で定める目標の達成状況
・男性職員の育児休業取得率：１０．９％（令和３年度）、目標：令和７年度までに３０％以上
・男性職員の配偶者出産特別休暇の取得率：９２．４％（令和３年度）、目標：令和７年度までに１００％
・男性職員の育児参加のための特別休暇：９２．１％（令和３年度）、目標：令和7年度までに１００％
●子の一時的な預け先の体制として、令和４年度、新たに３カ所に整備した。また、２０９カ所の駐屯地・基地等で備品等の損耗更
新を実施した。
●庁内託児施設の整備（約０．７億円）や緊急登庁支援施策（約０．２億円）等を一層推進するため、令和４年度に所要の経費を計
上した。
●既存の託児施設の運営に必要な備品等を整備した。

各自衛隊及び防衛大学校において、教育訓練の内容及び体制の充実等

●自衛官に対する必要な統合教育の在り方について「人的基盤の強化に関する検討委員会」において検討を開始した。
●各自衛隊の共通教育として、陸自で実施していた「システム防護課程」を「サイバー共通課程」に拡充した。
●防衛大学校においては、科学技術の進展に即応できる高度な専門知識と幅広い学術的視野をもった幹部自衛官を育成するた
め、教育実験用器材の整備に必要となる経費（約３．４億円）を令和２年度予算に計上した。
●防衛大学校の学生の訓練（滑空機訓練）の安全性及び円滑性を確保するため、滑空機の性能確認検査を実施した。
●防衛大学校の学生の訓練（滑空機訓練）に使用する滑空機の維持補修に必要な修理部品・整備用消耗品の取得及び修理役務
を実施した。
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●国外における特に困難な任務を遂行した部隊のほか、長きにわたり部隊活動の裏方として、我が国の平和と安全の確保等のた
めの任務を遂行し、かつ、その功績に対する表彰の機会が与えられていなかった部隊等に対し、内閣総理大臣表彰を引き続き実
施した。
●国外における困難な任務を遂行した部隊及び困難な任務を実施した部隊の指揮官に対して防衛大臣表彰を引き続き実施した。
●引き続き防衛功労章の拡充のために必要な経費（約０．６１億円）を計上した。

●災害派遣・国家的行事に従事した部隊や国外における特に困難な任務を遂行した部隊のほか、長きにわたり部隊活動の裏方と
して、我が国の平和と安全の確保等のため任務を遂行し、かつ、その功績が認められず表彰の機会が与えられていなかった部隊
等に対し、内閣総理大臣表彰を引き続き実施した。
●災害派遣や国外における困難な任務を遂行した部隊及び困難な任務を実施した部隊の指揮官に対して防衛大臣表彰を引き続
き実施した。
●防衛功労章の拡充に係る経費（約０．６３億円）を執行するとともに、新たに防衛功労章の拡充のための２年度予算の経費を（約
０．６１億円）を計上した。

元
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●令和４年度に生涯生活設計セミナーを全国１９０駐屯地等で開催し、延べ約３３，０００名が参加した。
●庁内託児施設の整備や緊急登庁支援施策等を一層推進するため、令和４年度予算に所要の経費を計上した。

●生涯生活設計セミナーを全国１８８駐屯地等で開催し、延べ約３４，０００名が参加した。
●庁内託児施設の整備や緊急登庁支援施策等を一層推進するため、令和2年度予算に所要の経費を計上した。

●生涯生活設計セミナーを全国２０１駐屯地等で開催し、延べ約１８，８７０ 名が参加した。
●庁内託児施設の整備や緊急登庁支援施策等を一層推進するため、令和３年度予算に所要の経費を計上した。

●令和３年度に生涯生活設計セミナーを全国１９１駐屯地等で開催し、延べ約２０，０００名が参加した。また、生涯生活設計セミ
ナーのオンライン開設を開始した。
●庁内託児施設の整備や緊急登庁支援施策等を一層推進するため、令和３年度予算に所要の経費を計上した。

●中期防衛力整備計画においても「防衛大学校等を卒業した留学生のネットワーク化を図り、防衛協力・交流の強化の一助とす
る」こととしており、これを具現化する取組として、約５０名の防衛大学校本科の卒業留学生等による交流会を初めて実施した。

●防衛大学校を卒業した留学生ネットワークの構築を実施するとともに、留学生協力家庭関連行事に必要な経費（約０．３百万円）
を計上した。

●防衛大学校を卒業した留学生ネットワークの構築を実施するとともに、留学生協力家庭関連行事に必要な経費（約０．３百万円）
を計上した。

●防衛大学校を卒業した留学生ネットワークの構築を実施するとともに、令和５年度予算に留学生協力家庭関連行事に必要な経
費（約０．３百万円）を計上した。

防衛大学校等を卒業した留学生のネットワーク化

⑥処遇の向上及び再就職支援

栄典・礼遇に関する施策の推進

●国外における特に困難な任務を遂行した部隊のほか、長きにわたり部隊活動の裏方として、我が国の平和と安全の確保等のた
め任務を遂行し、かつ、その功績が認められず表彰の機会が与えられていなかった部隊等に対し、内閣総理大臣表彰を引き続き
実施した。
●災害派遣や国外における困難な任務を遂行した部隊及び困難な任務を実施した部隊の指揮官に対して防衛大臣表彰を引き続
き実施した。
●引き続き防衛功労章の拡充のために必要な経費（約０．６１億円）を計上した。

●国外における特に困難な任務を遂行した部隊のほか、長きにわたり部隊活動の裏方として、我が国の平和と安全の確保等のた
めの任務を遂行し、かつ、その功績に対する表彰の機会が与えられていなかった部隊等に対し、内閣総理大臣表彰を引き続き実
施した。
●災害派遣や国外における困難な任務を遂行した部隊及び困難な任務を実施した部隊の指揮官に対して防衛大臣表彰を引き続
き実施した。
●引き続き防衛功労章の拡充のために必要な経費（約０．６１億円）を計上した。

福利厚生の充実
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●令和３年度には、５４名の退職自衛官が地方公共団体の防災関係部局に採用され、令和４年３月３１日現在で全国の地方公共
団体の防災関係部局に６０１名の退職自衛官が在職。
●地方公共団体の防災関係部局における退職自衛官の活用については、大規模災害の対応等における地方公共団体との更な
る連携の強化に繋がることから、関係省庁と調整を行い、令和３年度より自衛官の地域防災マネージャー資格対象者を拡充すると
ともに、防災・危機管理教育を実施するために所要の経費（約０．５億円）を計上した。

●令和４年度には、１２９名の退職自衛官が地方公共団体の防災関係部局に採用され、令和５年３月３１日現在で全国の地方公
共団体の防災関係部局に６４０名の退職自衛官が在職。
●地方公共団体の防災関係部局における退職自衛官の活用については、大規模災害の対応等における地方公共団体との更な
る連携の強化に繋がることから、防災・危機管理教育の実施について令和５年度予算に所要の経費（約０．６億円）を計上した。

⑦予備自衛官等の活用

即応予備自衛官及び予備自衛官のより幅広い分野・機会での活用

●令和元年１０月の令和元年東日本台風（台風第１９号）に際し、同月１４日に予備自衛官及び即応予備自衛官の招集を閣議決
定し、同日付で災害招集等命令を発出した。その際、東北方面隊及び東部方面隊隷下部隊の予備自衛官及び即応予備自衛官４
１３名を生活支援活動等に従事させた。
●令和２年２月の新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に際し、同月１３日に予備自衛官及び即応予備自衛官の招集を閣議
決定し、同日付で予備自衛官の災害招集命令を発出した。その際、東部方面隊隷下部隊の予備自衛官１０名を衛生支援活動等
に従事させた。
●予備自衛官等の勤務意欲の向上のため、予備自衛官及び即応予備自衛官がその身分において授与された賞詞に係る防衛記
念章を着用できるよう制度を改正した。（令和元年度規則改正・施行）【人材育成課】
●即応予備自衛官・予備自衛官の災害招集に迅速に対応するため、応招確認システムの導入を検討し、令和２年度予算に所要
の経費（約２９０万円）を計上した。（令和２年度一部の予備自衛官等へ導入）
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●関連する資格を複合的に有することにより、再就職者の付加価値が高められ、より質の向上した再就職を実現するために、技能
訓練及び通信教育のいずれも１課目を受講できるよう、受講機会を拡充するなど、令和５年度予算に所要の経費（約８億円）を計
上した。

●令和２年（２０２０年）７月豪雨に際し、同月５日に予備自衛官及び即応予備自衛官の招集を閣議決定し、同日付で即応予備自
衛官の災害招集命令を、９日付で予備自衛官の災害招集命令を発出した。その際、西部方面隊隷下部隊の即応予備自衛官及び
予備自衛官３５４名を物資輸送や生活支援活動に従事させた。
●即応予備自衛官へ志願する一般公募予備自衛官に係る訓練招集手当の増額（８，１００円→８，３００円）のための所要の措置を
講じた。
●予備自衛官補の技能区分拡大のため、採用対象にエンバーマー等の資格保有者を追加した。

●令和２年度には、１２３名の退職自衛官が地方公共団体の防災関係部局に採用され、令和３年３月３１日現在で把握している限
りでは、全国の地方公共団体の防災関係部局に６１２名の退職自衛官が在職。
●地方公共団体の防災関係部局における退職自衛官の活用については、大規模災害の対応等における地方公共団体との更な
る連携の強化に繋がることから、関係省庁と調整を行い、令和３年度より自衛官の地域防災マネージャー資格対象者を拡充すると
ともに、防災・危機管理教育を実施するために所要の経費（約０．４億円）を計上した。

地方公共団体や関係機関との連携強化等による再就職支援の推進

●民間企業等における危機管理部門への再就職職域の拡大を図るため、事業継続管理者等の資格取得に係る課目を新設する
ため、令和２年度予算に所要の経費（約２百万円）を計上した。

●主に女性自衛官の再就職の機会の拡大を図るため、登録販売者、ファイナンシャルプランナー、調剤薬局事務の資格取得に係
る課目を新設し、令和３年度予算に所要の経費（約２百万円）を計上した。
●採用上限年齢引上げに伴い、既に一定の資格を有している者を対象に更なる再就職の機会の拡大を図るため、電気工事施工
管理技士、消防設備点検資格者、ガス溶接作業主任者の資格取得に係る課目を新設し、令和３年度予算に所要の経費（約０．５
百万円）を計上した。

職業訓練課目の拡充や段階的な資格取得等の支援

●職業訓練課目について、再就職先との関連度等を踏まえ、訓練課目の見直しを行った。

●令和元年度には、１２６名の退職自衛官が自治体の防災関係部局に採用され、令和２年３月３１日現在で把握している限りで
は、全国の自治体の防災関係部局に５７５名の退職自衛官が在職している。
●平成２７年度に地域防災マネージャー制度が創設されたことを受け、引き続き自治体の防災関係部局への再就職拡大を図る観
点から、退職予定幹部自衛官に対する防災・危機管理教育を実施するため、令和２年度予算に所要の経費（約０．４億円）を計上
した。
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担当部局名 整備計画局、人事教育局、防衛装備庁
政策評価
実施時期

令和５年８月

●予備自衛官補（一般）の予備自衛官への任用率を向上するべく、令和２年度に教育訓練招集の効率化のためｅラーニングを導
入した。令和３年度予算においては必要経費約１,８００万円を計上した。
●自衛官経験のない予備自衛官が即応予備自衛官になるためには、約４０日間の訓練が必要となることから、予備自衛官の雇用
企業の積極的な協力の確保を図るため、令和２年度より「即応予備自衛官育成協力企業給付金」の運用を開始した。（支給額：１
人あたり、５６万円）

●予備自衛官補の教育訓練の実施場所について、令和３年度は中部方面隊及び東部方面隊において従来の教育部隊以外の部
隊でも訓練を実施又は計画した。
●予備自衛官補（一般）の予備自衛官への任用率を向上するべく、教育訓練招集の効率化のためｅラーニングを令和３年度は全
方面隊において試行し、訓練へ参加しやすい環境整備を推進した。

●予備自衛官等の被服の計画的な更新や老朽化した装具等の整備を促進し、予備自衛官等に係る教育訓練基盤を整備（令和５
年度予算：約１．６億円）
●予備自衛官の訓練機会の充実を図るため、オーストラリア連邦主催の多国間サイバー訓練「サイバースキルズチャレンジ」にお
いて、サイバーの技能を有する予備自衛官が常備自衛官とともに演習に参加した。

●予備自衛官補の採用試験の程度を高等校学校卒業程度に引き上げたことに伴い、令和３年度より予備自衛官補の教育訓練招
集手当の増額（７，９００円→８，２００円）のための所要の措置を講じた。
●予備自衛官補（一般）の予備自衛官への任用率を向上するべく、令和２年度に教育訓練招集の効率化のためｅラーニングを導
入した。令和３年度予算においては必要経費約１,８００万円を計上した。

●教育訓練招集の効率化のためｅラーニングを令和３年度は全方面隊において試行し、訓練に参加しやすい環境を整え採用数拡
大を推進した。
●予備自衛官補の充足向上を図るため、令和４年１月から予備自衛官補の募集計画数を１，６２０名から１，９２０名に拡大した。

●予備自衛官補の処遇改善のため、教育訓練招集手当を増額。（令和４年度＝８，５００円→令和５年度＝８，８００円）

教育訓練基盤の強化及び訓練内容の見直し

●自衛官未経験である予備自衛官が、即応予備自衛官に任用されるためには、即応予備自衛官として必要な知識・技能を修得す
るため、所要の訓練（「軽火器」３６日間／３年、「迫撃砲」３９日間／３年）が必要となる。そのため通常の予備自衛官に比べ、平素
の勤務先を離れる日数が増えることから、雇用企業の積極的な協力の確保を図るための給付金制度を創設した。（令和元年度規
則制定・翌年度施行）
●予備自衛官補（一般）の予備自衛官への任用率を向上するべく、教育訓練招集の効率化のためｅラーニングの導入を検討し、令
和２年度予算に所要の経費（約４４０万円）を計上した。（令和２年度東部方面隊において施行）
●予備自衛官補の教育訓練を指定された教育部隊以外の教育基盤も活用し実施し得るよう検討を行った。（令和２年度中部方面
隊において試行）

元
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度

●即応予備自衛官・予備自衛官の災害招集を迅速に対応するため、応招確認システムの全国運用を開始した。
●予備自衛官（補）の技能区分拡大のため、採用対象として、システム防護（サイバー）、保育士の資格保有者を追加した。

●高度な知識・技能を有する予備自衛官補から任官される予備自衛官の階級の指定及び昇進について、２佐以下とされていると
ころを１佐以下に拡大した上で、　階級の指定及び昇進に必要な経過年数の要件について、基準を定めた。

予備自衛官補の採用数拡大

●予備自衛官補（一般）の予備自衛官への任用率を向上するべく、教育訓練招集の効率化のためｅラーニングの導入を検討し、令
和２年度予算に所要の経費（約４４０万円）を計上した。（令和２年度東部方面隊において試行）
●多様な経歴を有する受験者の能力を総合的に評価し得るよう、予備自衛官補の採用試験の程度を中学校卒業程度から高等学
校卒業程度へ引き上げた。（令和元年度規則改正・翌年度施行）
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